
堺市障害者（児）自立生活訓練事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域で自立して生活をしていくこと（以下「自立生活」という。）を

希望する障害者（児）に適切な日常生活訓練の機会を提供することにより、障害者（児）

の自立生活に必要となる力及び自立意欲を高め、もって障害者（児）の地域での自立生

活及び地域移行を促進する事業（以下「自活訓練事業」という。）の実施について、必要

な事項を定める。 

（事業の実施等） 

第２条 市長は、予算の範囲内において、自活訓練事業を実施するものとする。 

２ 自活訓練事業は、障害者（児）に適切な自立生活に関する訓練指導（以下単に「訓練

指導」という。）ができる社会福祉法人、特定非営利活動法人等で、所管部長が別に定め

るところにより本市の登録を受けたものに委託して実施するものとする。 

３ 前項の場合において、市長は、障害者（児）の利便性を考慮して、当該事業の実施場

所の効果的な配置に努めるものとする。 

４ 第２項の規定により委託を受け、自活訓練事業を実施するもの（以下「自活訓練事業

者」という。）は、本市及び関係機関と連携して、自活訓練事業を実施しなければならな

い。 

（職員の配置等） 

第３条 自活訓練事業者は、訓練指導を担当する職員（以下「支援員」という。）及び

自活訓練事業を円滑に進めるための総合調整を行う職員（以下「コーディネーター」

という。）を配置しなければならない。 

２ 支援員及びコーディネーターは、障害者（児）の生活支援について、相当の経験及び

知識を有する者でなければならない。 

３ 支援員は、訓練指導を実施している時間中においては、同時に他の業務に従事しては

ならない。 

（実施場所） 

第４条 自活訓練事業者は、自活訓練事業を実施するに当たり、次の各号の全てを満たす

場所を確保しなければならない。 

(1) 利用者が訓練指導を受けるための居室を有していること。この場合において、当該

居室は、利用者１人につき１室とすること。 

(2) 利用者が訓練指導を受けるために必要な設備を備えていること。 

(3) 災害時等において十分な対応ができる体制が備えられていること。 

(4) 支援員の仮眠スペースが確保されていること。 

（事業の内容） 

第５条 自活訓練事業者は、次のとおり自活訓練事業を実施しなければならない。 



 (1) コーディネーターは、利用者本人と面接等を行い、利用者に適した自立生活に向け

ての個別訓練プログラムを、利用者本人、家族、関係機関等と協議の上、策定するこ

と。 

(2) 個別訓練プログラムは、利用者本人の状況等により、必要に応じて見直し、常に本

人の自立生活に資する内容とすること。この場合において、見直した個別訓練プログ

ラムはその都度市長に提出すること。 

(3) 支援員は、個別訓練プログラムに基づき、日常生活訓練を行うこと。ただし、利用

者が自立生活できる力をつけることを妨げることのない範囲に限る。 

(4) コーディネーターは、支援員が支援を継続的に行えるよう、利用者の健康、日常生

活等について常に把握し、関係機関と連携すること。 

２ 自活訓練事業者は、自活訓練事業の実施に当たっては、他の事業の実施に支障を及ぼ

さないように配慮しなければならない。 

（利用対象者） 

第６条 自活訓練事業の対象者は、次の各号の全てに該当する者であって、地域での自立

生活を希望するものとする。 

 (1) 本市の区域内に住所を有する者 

 (2) 義務教育を終了した１５歳以上の者 

 (3) 身体障害者手帳、療育手帳（判定書を含む。）又は精神障害者保健福祉手帳若しくは

自立支援医療（精神通院）受給者証の交付を受けている者。ただし、市長において特

別の事由があると認める者については、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、自活訓練事業の対象

者としない。 

 (1) 第４条に規定する実施場所までの移動手段を有していない者 

 (2) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定するサービスの対象となる者 

 (3) グループホームに入居している者 

 (4) 医療的ケアを必要とする者で、自活訓練事業者が、安全な訓練をすることができな

いもの 

 (5) 感染症の疾患を有する者 

 (6) 入院治療を要する状態にある者 

 (7) 前各号に掲げる者のほか、市長が適当でないと認める者 

（自活訓練事業の申込み等） 

第７条 自活訓練事業を利用しようとする者は、自活訓練事業者を介し、堺市障害者（児）

自立生活訓練事業登録申請書（様式第１号）にその者の意見及び個別訓練プログラムを

添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、自活訓練事業の

対象者としての承認の可否を決定し、速やかに堺市障害者（児）自立生活訓練事業登録



承認・不承認決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（訓練期間） 

第８条 自活訓練事業の連続指導期間は、２日（１泊２日）から７日（６泊７日）までの

範囲内とし、利用者の特性、目的等に応じて実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、個別訓練プログラムにおいて１日（日帰り）の訓練が必要

とされ、事前に市長が承認したときは、１日（日帰り）の訓練を実施することができる。 

（利用者負担） 

第９条 自活訓練事業の実施に要する家賃、食費、光熱水費その他実費相当額は、利用者

の負担とする。 

（決定の取消し） 

第１０条 市長は、第７条第２項の規定により承認の決定を受けた者が、次の各号のいず

れかに該当するときは、当該決定を取り消すことがある。 

(1) 訓練に不適格であると判断されるとき。 

(2) 偽りその他不正な手段により決定を受けたとき。 

(3) 支援員の指示又は指導に従わないとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めたとき。 

（自活訓練事業に従事する者の責務） 

第１１条 自活訓練事業に従事する者は、利用者及びその属する世帯のプライバシーの尊

重に万全を期するものとし、その業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。自

活訓練事業に従事しなくなった後も、また同様とする。 

（緊急時における体制の整備） 

第１２条 自活訓練事業者は、自活訓練事業の趣旨を踏まえ、夜間、休日等においても、

利用者を保護するために緊急の必要がある場合に対応できる運営体制を確保しなければ

ならない。 

（経理） 

第１３条 自活訓練事業者は、自活訓練事業に係る経理と他の事業に係る経理とを明確に

区分しなければならない。 

（実施報告） 

第１４条 自活訓練事業者は、毎月、堺市障害者（児）自立生活訓練事業実施報告書兼業

務完了届（様式第３号）を作成し、翌月１０日までに市長に提出しなければならない。

ただし、３月分については、同月３１日までに市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１５条 自活訓練事業者は、会計年度終了後３０日以内に、堺市障害者（児）自立生活

訓練事業実績報告書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（委任） 

第１６条 この要綱の施行について必要な事項は、所管部長が定める。 



 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 



様式第１号（第７条関係） 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業登録申請書 

 

  年  月  日 

堺  市  長  殿 

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業実施要綱第７条第１項の規定により、障害者（児） 

自立生活訓練の登録を申請します。 

フ リ ガ ナ       
生年月日  

本 人 氏 名 

 

手帳等級 

身体障害者手帳     級 

療育手帳  A  B1  B2 

精神障害者保健福祉手帳  級 

本 人 住 所 
〒 

 

電話番号 

フ リ ガ ナ       
本人との 

続  柄 

 

保 護 者 等 氏 名 
 

 

 
保 護 者 等 住 所 

 

〒 

 

               電話番号 

希望事業所名  

経  歴 

教育歴、 

就職歴、 

施設通入 

所等につ 

いて記入 

してくだ 

さい。 

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

訓練

希望

動機 

 なぜこの訓練を希望しましたか。  

 

 

 

 

障 害

福 祉 

サ ー

ビ ス 

の 受

給 の

状 況 

現在、支給決定を受けている障害福祉サービスをお書きください。 

 

 

 

 
 

 

注意 身体障害者手帳、療育手帳（判定書を含む。）又は精神障害者保健福祉手帳若しくは 

自立支援医療（精神通院）受給者証の写しを添付してください。 

年  月  日 

（   歳） 



様式第２号（第７条関係） 

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業登録承認・不承認決定通知書 

 

年  月  日 

 

 

様 

 

 

 堺市長  □印  

 

 

 

年  月  日付けの堺市障害者（児）自立生活訓練事業の登録申請につい

て、次のとおり決定したので通知します。 

 

決 定 内 容 承 認   ・   不 承 認 

利用決定者名  

不承認理由  

備 考  

 



（任意の様式） 

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業 意見書 

 

 

面談日   年  月  日 利用希望者氏名  

 

 

◎利用者の希望・思いなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎コーディネーターの意見など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

堺 市 長 殿 

 

以上の結果、当該事業利用者として適当と思われますので、報告いたします。 

 

                    所在地 

                    名 称 

                    代表者氏名             



（任意の様式）  

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業  

個別訓練プログラム  

 

                      作成日：      年  月  日  

 

氏名   作成者   

本人（ご家族）の短期目標  

 

 

 

 

 

 

 

本人（ご家族）の長期（将来的な）目標  

 

 

 

 

 

 

 

 

個別訓練プログラム（期間：   年  月～   年  月）  

【この期間の目標】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第１４条関係）  

 
堺市障害者（児）自立生活訓練事業実施報告書兼業務完了届  

 

  年  月  日  

堺 市 長 殿  

 

             所在地  

             名称  

             代表者氏名             ㊞  

 

     年   月分に係る堺市障害者（児）自立生活訓練事業について  

    年  月  日に業務を完了しましたので、堺市障害者（児）自立生

活訓練事業実施要綱第１４条の規定により、次のとおり届け出ます。  

 

履行期間  年  月  日 から     年  月  日まで  

区  分  完 了・部分完了（  年  月  日から   年  月  日まで）  

 

【実施報告】  

（注） 個別訓練プログラムを見直したときは、見直し後のプログラムを添付

してください。  

支援対象者名  訓練実施日（期間）  日数  
個別訓練プログラ
ム見直しの有無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  

 月 日～ 月 日   有 ・ 無  



様式第４号（第１５条関係） 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業実績報告書 
  年  月  日 

堺   市   長   殿 

所 在 地 

名 称 

代表者氏名              ㊞ 
 
      年度堺市障害者（児）自立生活訓練事業について、堺市障害者（児）自立生活訓練事業
実施要綱第１５条の規定により、 
 次のとおり報告します。 
 

１ 支援対象者数及び総訓練日数 

 実人数（内障害児） 総訓練日数（内障害児） 

知 的 障 害 者 人（   人） 日（   日） 

身 体 障 害 者 人（   人） 日（   日） 

精 神 障 害 者 人（   人） 日（   日） 

計 人（   人） 日（   日） 

 

２ 個別訓練に係る報告 

支援対象者名 

訓練期間 
ごとの回数 

訓練結果概況 
（訓練の成果、今後の見通し、 

訓練後の生活及び支援の状況等） 

事業を利用した
本人の感想 

（下記のいずれかに○を

付けてください。） 

居所の変化 

① ② ③ ④ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

      

1よかった 
2どちらかといえば
よかった 

3どちらかといえば
よくなかった 

4よくなかった 

    

      

1よかった 
2どちらかといえば
よかった 

3どちらかといえば
よくなかった 

4よくなかった 

    

      

1よかった 
2どちらかといえば
よかった 

3どちらかといえば
よくなかった 

4よくなかった 

    

注意１ ①は「１日（日帰り）」、②は「１泊２日」、③は「２泊３日」、④は「３泊４日以上」として記載してください。 
   ２ Ⅰは「変化なし」、Ⅱは「グループホーム」、Ⅲは「一人暮らし」、Ⅳは「その他」として、該当欄に○を記載してください。 
   ３ 行が足りない場合は適宜別紙等を添付してください。 
 

３ コーディネーターに係る報告 

実施事項 実施内容（成果、課題等） 

利用者本人との面接  

利用者本人、家族、 

関係機関等との協議 
 

個別訓練プログラムの策定 

（見直しも含む） 
 

関係機関との連携  

 


